
2024年1月 電帳法義務化スタート

↓

電帳法改正の対応ポイントとは？

電子帳簿保存法が改正され、2022年1月1日よりすべての事業者は、電子データで授受した証憑を
原則として電子保存することが義務化されました。（2年間の宥恕期間が設けられております）

電子帳簿保存法 改正ポイント

電子取引の最適な保管手段は？

電子取引で授受した証憑の保管手段は企業にて選択する事が可能です。
会計システムをはじめ、文書管理システム、経費精算システムと、選択肢が複数御座いますが、それぞれの
特徴について注意してご選定ください。

制度要件に対応するために、下記の要件を会計システム等で満たしておく必要があります。



【財務・経理担当者向け】

★会計システム

□導入している（メーカー： 導入時期： 利用者： 人）

□導入していない

★電子帳簿保存法(スキャナ保存)対応

□領収書や請求書などの証憑は紙で保管しており、今後電子保存への移行を考えている

□紙のままの保存を予定している。

★会計事務所/税理士との連携

□税理士に請求書などの紙を郵送でおくっている。

□税理士にシステムからデータを送信して、メールなどでやりとりしている。

□会計事務所/税理士からすすめられたシステムを導入している。

□複合機を利用している （メーカー： 導入時期： ）

□パソコンを利用している （台数 ： 導入時期： ）

□サーバーを利用している。

（利用している場合：ファイルサーバー、業務サーバー ※○で囲ってください

★電子帳簿保存法(電子取引)対応

□法令に遵守した電子取引データの保管体制が整っていない

□会計システム自体が対応しているかわからない

会社名 担当者名

お客様名 担当者様名

拠点数
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環境
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人

★機器情報


